




























































































Robert Anderson 教授から発覚した Liverpool での小児病院の収集臓器および胎児組織の
事例（日本では、所在する地名から｢アルダー・へイ（Alder Hey）事件｣として有名）は
更に衝撃的な事例であった。同年 9 月には、この Liverpool の小児病院と Birmingham の
小児病院が、各々の病院で死亡した乳児から摘出した臓器や組織を製薬会社に供給し、報
酬を得ていた事実も公表された。これらの各事例については、調査報告  2（ともに最終報
告書は 2001 年）が出ており、最近でも死体検査後、2 万 1 千もの脳が不完全な同意取得
のもとに保持されてきたことを示す調査報告（Issacs レポート）が出ている。 
事例毎の調査報告と共に、保健省の主導のもと、全国の臓器や組織に関する実態調査が
なされてきた。1999 年、Chief Medical Officer（｢首席医務官｣。以下、｢CMO｣）は、NHS
トラスト 3 や医学教育施設などの、病理業務における臓器や組織に関する調査を実施した。
その結果、196 のトラスト、および 13 の医学教育機関や大学施設での臓器や組織に関す
る保有の実態が明らかになった。CMO はこの 1999 年の実態調査と、先述の Bristle や
Liverpool の事例の調査報告を踏まえ、助言をまとめている（“The Removal, Retention 
and Use of Human Organs and Tissue from Post Mortem Examination; Advice from the 
Chief Medical Officer”、2001 年 1 月）。この助言事項の実現の一環として 2001 年の 4 月
（2 月から準備的活動）に、Retained Organs Commission（｢収集臓器に関する検討委員
会｣。以下、｢ROC｣）が設置された。更に CMO は 2002 年 7 月、現状の人体組織の管理に
関する法改正を視野に入れ、コンサルテーションペーパー（“Human Bodies, Human 
Choices”）を公表して意見を募った。このコンサルテーションへの応答や反応をまとめた
報告書は 2003 年 4 月に発表され、また同月のうちに CMO は死体検査や組織・臓器の使










上記の CMO による 1999 年に始まる調査は、専ら NHS トラストを対象に 1970 年から
1999 年にかけての死体検査の実態に関するものであったが、調査の進行と共に、各 NHS
トラストにはより古い 1970 年代以前の臓器や人体部分（約 4 万 7300 点）、死産標本や胎
児（約 2700 点）、組織サンプル（約 48 万点）が大量に存在することが明らかになってき
た。CMO は｢多くの病院や医学学校は 1970 年以前についての保管用あるいは陳列用の収
集を行っており、これらは教育や比較参照、研究の目的で利用されている。｣としている 5。


































を共有するコミュニティの代表者に返還することとしているが、Royal College of 
Surgeons of England（イングランド王立外科医協会）は、特定された個人についてのみ
返還を検討（特定の主要な基準が合致した場合）することとしており、Natural History 


































４ 2000 年の報告書と人の遺体に関する作業班の設置 




・ 人の遺体の管理と安全な保管（care and safe-keeping）、返還請求に関連した statement 










サルテーションの前段階として、2001 年 5 月に｢人の遺体に関する検討作業班｣（‘The 
Human Remains Working Group’。以下、｢作業班｣）を設置し、ロンドン大学の教授（通





























５ 2003 年 2 月の予備調査報告 
この作業班は 2003 年の 2 月に現状報告として“Scoping Survey of Historic Human 
Remains in English Museums”を発表している。各施設が保有する人の遺体に関する実
態調査の結果を示すことを目的としており、博物館・ギャラリーを中心として 159 施設に
質問表を送付し、うち 146 施設から回答を得ていた。保有遺体数は、回答から推定される
もののみでも 6 万 1 千体にのぼり、内訳としては少数の施設に多くの保有遺体数が集中し
ている状況が報告されている。具体的には、保有していると回答した 132 施設のうち、約
半数の施設では 50 体以下の遺体が保有されているのに対して、500 体以上が 25 施設（う
 84














６ 最終報告書をめぐる議論の展開（2000～2003 年）―｢返還｣への思惑 
期限より遅れて 2003 年 11 月 14 日に公式に発表された文化省作業班報告書（“The 
Working Group on Human Remains Report”。以下、｢最終報告書｣。）は、この間に展開
された議論の概況を｢科学者と先住民の相容れない対立構造｣（29 頁、‘ irreconcible 

































メリカでは、連邦法（｢先住民の墓地の保護及び返還に関する法律｣（Native American and 











事例が報告された。2002 年 3 月、フランスでは立法（｢南アフリカへの Saartjie Baartman





スペインの Darder 自然史博物館は、‘El Negro’として知られていた故人に関する頭蓋骨お
よび他部の骨をボツワナに返還した（2000 年）。この遺体は収集家 Darder によってこの
町に遺贈され、この 1916 年の遺贈の日から当博物館で保持されてきた。遺体の返還請求
は 1991 年からなされ、最終的には OAU（アフリカ統一機構）による圧力とスペイン政府
の働きかけに屈する形で 2000 年 6 月（発掘・摘出から 160-170 年後）に返還された 17。
その他、2002 年に、ナチス時代に安楽死の対象となった小児の遺体がオーストリアの病院




































頁）。また諮問機関として、｢人遺体に関する助言パネル｣（Human Remains Advisory 
Panel）を設置することが提言されている（勧告 4）。しかし、この報告書には作業班のメ



















いて｢特定の博物館・陳列室｣（qualifying museum）に関する除外規定（第 11 条、第 13
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